
（様式１）


令和　　年　　月　　日

 経済産業省大臣官房会計課長 殿


 住 所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　


令和８、９年度出張チケット手配等業務の申し込みについて


標記の件について、下記のとおり必要書類を提出します。なお、契約先として選定された場合には、仕様書等に従い、万全を期して業務を行いますが、万一不測の事態が生じた場合には、経済産業省大臣官房会計課の指示の下、全社を挙げて直ちに対応いたします。 

記

１．適合証明書（様式２） 
２．業務提案書（様式３）、（様式３－別表） 



以上

（様式２）

適合証明書
	資格等
	回答
	資料No.

	（１）経済産業省所管の契約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領（昭和３８年６月２６日付け３８会第３９１号）により、令和７・８・９年度経済産業省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」にて参加資格を有している。
・格付け           （格付けを記入すること） 
（資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写しを添付すること。）
	〇or×
	

	（２）予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。
	〇or×
	

	（３）旅行業法第３条の規定に基づき観光庁長官の登録を受けた法人であること。（旅行業者登録簿又は旅行業者代理業者登録簿の写しを添付すること。）
	〇or×
	

	（４）チケット代金の支払いについて、仕様書３．（４）に定める方式に対応できること。
	〇or×
	

	（５）本仕様書に記載する業務に関し必要な知識及び経験を有する業務責任者を定めること。業務責任者は、業務を総合的に把握するとともに、本仕様書に記載する業務に従事する者（以下、従事者という。）に対する適切な教育、指導助言及び訓練を徹底し、適正かつ効率的な業務の履行に努めること。
	〇or×
	

	（６）従事者は日本語でコミュニケーションが可能であること。
	〇or×
	

	（７）繁忙期には従事者を増員できる体制を有していること。
	〇or×
	

	（８）個人情報の取扱いに関し、社内に秘密保持体制が整っていること、又は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会からプライバシーマークの付与を受けた法人であること。 
	〇or×
	



＜本件の照会先＞
住所：
会社名：
所属部署：
担当者名：
電話番号：
電子メールアドレス：


＜記載上の留意点＞
・　適合証明書の様式の回答欄には、条件をすべて満たす場合は「○」、満たさない場合は「×」を記載すること。
・　内容を確認できる書類等を要求している場合は必ず添付した上で提出すること。なお、申請者の判断で、他に補足資料等を添付することは妨げない。 
・　資料は、日本語、Ａ４判で提出すること。
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